
計  画  書 
中播都市計画集落地区計画の決定（香寺町決定） 
都市計画岩部地区集落地区計画を次のように決定する。 

名  称 岩部集落地区計画 

位  置 兵庫県神崎郡香寺町岩部及び広瀬の一部 

区  域 計画図表示のとおり 

面  積 約８．０ha 

区

域

の

整

備

及

び

保

全

に

関

す

る

方

針 

集落地区 
計画の目 
標 

 当地区は香寺町の中心よりやや北側、ＪＲ播但線香呂駅と溝口駅

の中間に位置している。香寺町の中心地に近く、また都市計画道路

川手線が地区を縦断しており、今後の宅地化が予想される。 

 地区は、既存集落とその隣接地であり、周辺市街地からの影響や

幹線道路の開通により、無秩序な宅地化や建築物の用途の混在によ

り居住環境が悪化することが懸念される。 

 そこで当地区では、田園居住にふさわしい快適な生活環境の整備

を行い、地区の特性を活かしたゆとりある集落の形成を図ることを

目標とする。 

土地利用 
の方針 

 集落内に含まれる緑空間としての農地に配慮し、居住環境と営農

条件の調和した土地利用を行う。特に現在のゆとりある集落形態を

重視した低層住宅地としての居住環境の整備を推進する。 

集落地区 
施設の整 
備の方針  

 道路、公園を集落の一体性や防災上の安全性を考慮しながら適切

に配置する。 
 道路は、都市計画道路川手線・国道３１２号などの幹線道路と整

合のとれた配置を行う。原則として現道の線形を重視しながら幅員

６～５m の区画道路を整備する。 

建築物等 
の整備の 
方針 

 既存集落の持つゆとりある集落景観を保全し、またこの景観と調

和した新たな集落を形成するため、建築物の用途の制限、敷地面積

の最低限度、建築面積の敷地面積に対する割合の最高限度、建築物

の高さの最高限度、建築物の形態もしくは意匠の制限、垣又はさく

の構造の制限等を定め、建築物等の適切な制限や誘導を図ることと

する。 

 

 



集

落

地

区

整

備

計

画 

集 落 地 区

施 設 の 配

置 及 び 規

模 

道路 道路（幅員６ｍ、延長約１，１００ｍ） 
道路（幅員５ｍ、延長約１，０２０ｍ） 

公園 公園（２ヶ所、面積約２，７００㎡） 

建 築 物 等

に 関 す る

事項 

建築物等

の用途の

制限 

建築できる建築物は、次に掲げるものとする。 
1. 住宅 
2. 住宅で延べ面積の二分の一以上を居住の用に供し、

かつ別表イ項に掲げる用途を兼ねるもの（これの用

途に供する部分の床面積の合計が五十平方メートル

を超えるものを除く） 
3. 幼稚園、小学校、図書館その他これらに類するもの 
4. この地区計画の規定の告示の際、現に存する神社、

寺院及びその附属建築物 
5. 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉ホームその他

これらに類するもの 
6. 診療所 
7. 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公益

上必要な建築物で別表ロ項に掲げるもの 
8. 老人福祉センター、児童厚生施設その他これらに類

するもので床面積の合計が六百平方メートル以内の

もの 
9. 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するも

ののうち別表ハ項に掲げるものでその用途に供する

部分の床面積の合計が百五十平方メートル以内のも

の(三階以上の部分をその用途に供するものを除く） 
10. 自動車車庫で床面積の合計が五十平方メートル以内

のもの 
11. 前各号の建築物に附属するもの（別表ニ項に掲げる

ものを除く） 
12. 農業用倉庫で床面積の合計が二百平方メートル以内

で、かつ建築物が一階以下のもの 
 但し、この地区計画の規定の告示の際（以下「基準

時」という。）、現に存する建築物又は現に建築、修繕若

しくは模様替えの工事中の建築物がこれらの規定に適合

せず、又はこれらの規定に適合しない部分を有する場合

においては、当該規定は適用しないものとする。 

 



集

落

地

区

整

備

計

画 

建築

物等

に関

する

事項 

地区の細区分 低層住宅地区 

建築物の建築

面積の敷地面

積に対する割

合の最高限度 

６／１０ 

 但し、基準時において、現に存する建築物又は現に建

築、修繕若しくは模様替えの工事中の建築物がこれらの

規定に適合せず、又はこれらの規定に適合しない部分を

有する場合においては、当該規定は適用しないものとす

る。 

建築物の敷地

面積の最低限

度 

２００㎡ 

 但し、基準時において、現に建築物の敷地として使用

されている土地で当該規定に適合しないもの、又は現に

存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地とし

て使用するならば当該規定に適合しないこととなる土地

について、その全部を一の敷地として使用する場合にお

いては、当該規定は適用しないものとする。 

建築物等の高

さの最高限度 
    １０ｍ 
 但し、専用住宅で軒高が９ｍ以下、かつ、地下を除く

階数が３以下の建築物に限り、１０m を超え建築物の３

階部分を建築することができる。 

 但し、建築物の各部分の高さについては、当該部分か

ら前面道路の反対側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に１．２５を乗じて得たものに５m を加

えたもの以下としなければならない。 
 また、建築物の各部分の高さについては、当該部分か

ら前面道路の反対側の境界線までの水平距離に１．２５

を乗じて得たもの以下としなければならない。 
 但し、基準時において、現に存する建築物又は現に建

築、修繕若しくは模様替えの工事中の建築物がこれらの

規定に適合せず、又はこれらの規定に適合しない部分を

有する場合においては、当該規定は適用しないものとす

る。 

 



集

落

地

区

整

備

計

画 

建築

物等

に関

する

事項 

地区の細区分 低層住宅地区 

建築物等の形

態又は意匠の

制限 

建築物等の形態又は意匠については、美観風致を害さ

ず、周辺環境に調和するよう配慮し、屋根は勾配屋根と

し、屋根及び外壁等の色彩は落ち着いた色合いのものと

する。 
但し、基準時において、現に存する建築物又は現に建

築、修繕若しくは模様替えの工事中の建築物がこれらの

規定に適合せず、又はこれらの規定に適合しない部分を

有する場合においては、当該規定は適用しないものとす

る。 

垣又はさくの

構造の制限 
 道路に面する垣又はさくは化粧を施さないブロック塀

等にしてはならない。 

 但し、基準時において、現に存する建築物又は現に建

築、修繕若しくは模様替えの工事中の建築物がこれらの

規定に適合せず、又はこれらの規定に適合しない部分を

有する場合においては、当該規定は適用しないものとす

る。 

  「区域並びに集落地区施設の配置及び規模については計画図表示のとおり」 



  別表 
イ 
（建築するこ

とができる

建築物） 

（１）事務所（汚物運搬用自動車、危険物運搬用自動車その他これ

らに類する自動車のための駐車施設を同一敷地内に設けて業務

を運営するものを除く） 
（２）日用品の販売を主たる目的とする店舗又は食堂若しくは喫茶

店 
（３）理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸

本屋その他これらに類するサービス業を営む店舗 
（４）洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店その他こ

れらに類するサービス業を営む店舗（原動機を使用する場合に

あっては、その出力の合計が０．七五キロワット以下のものに

限る） 
（５）自家販売のために食品製造業（食品加工業を含む）を営むパ

ン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類するもの（原動

機を使用する場合にあっては、その出力の合計が０．七五キロ

ワット以下のものに限る） 
（６）学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類する施設 
（７）美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房（原動

機を使用する場合にあっては、その出力の合計が０．七五キロ

ワット以下のものに限る） 

ロ 
（建築するこ

とができる

建築物） 

（１）郵便局で延べ床面積が五百平方メートル以内のもの 
（２）地方公共団体の支庁又は支所の用に供する建築物その他これ

らに類するもので延べ面積が六百平方メートル以内のもの 
（３）近隣に居住する者の利用に供する公園に設けられる公衆便所

又は休憩所 
（４）路線バスの停留所の上家 
（５）次のイからチまでの一に掲げる施設である建築物 

イ 第一種電気通信事業者がその事業の用に供する施設 
ロ 電気事業の用に供する施設 
ハ ガス事業の用に供する施設 
ニ 液化石油ガス販売事業の用に供する施設 
ホ 水道事業の用に供する施設 
ヘ 公共下水道の用に供する施設 
ト 都市高速鉄道の用に供する施設 
チ 熱供給事業の用に供する施設 



ハ 
（建築するこ

とができる

建築物） 

（１）日用品の販売を主たる目的とする店舗又は食堂若しくは喫茶

店 
（２）理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸

本屋その他これらに類するサービス業を営む店舗 
（３）洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店その他こ

れらに類するサービス業を営む店舗で作業場の床面積の合計が

五十平方メートル以内のもの（原動機を使用する場合にあって

は、その出力の合計が０．七五キロワット以下のものに限る） 
（４）自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、

菓子屋その他これらに類するもので作業場の床面積の合計が五

十平方メートル以内のもの（原動機を使用する場合にあって

は、その出力の合計が０．七五キロワット以下のものに限る） 
（５）学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類する施設 

ニ 
（建築しては

ならない建

築物） 

（１）自動車車庫で当該自動車車庫の床面積の合計に同一敷地内に

ある建築物に附属する自動車車庫の用に供する工作物の築造面

積(当該築造面積が五十平方メートル以下である場合には、その

値を減じた値)を加えた値が二百平方メートル（同一敷地内にあ

る建築物（自動車車庫の用途に供する部分を除く）の延べ面積

の合計が二百平方メートル以下の場合においては、当該延べ面

積の合計）を超えるもの（次の（２）号に掲げるものを除く） 
（２）公告対象区域内の建築物に附属する自動車車庫で次のイ又は

ロのいずれかに該当するもの 
イ 自動車車庫の床面積の合計に同一敷地内にある建築物に附

属する自動車車庫の用途に供する工作物の築造面積を加えた

値が二千平方メートルを超えるもの 
ロ 自動車車庫の床面積の合計に同一団地内にある建築物に附

属する他の自動車車庫の床面積の合計及び当該団地内にある

建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作物の築造面

積を加えた値が、当該団地内の敷地ごとに前(１)号の規定に

より算定される自動車車庫の床面積の合計の上限の値を合算

した値を超えるもの 
（３）自動車車庫で二階以上の部分にあるもの 
（４）床面積の合計が十五平方メートルを超える畜舎 
（５）危険物の貯蔵又は処理に供するもの 

   



凡　　　　例

集落地区施設以外の主要な道路

集 落 地 区 施 設（公　園）

集落地区施 m

集落地区施設（道路Ｗ＝６m

集落地区施設（道路Ｗ＝７m）
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集　落　地　区　計　画　区　域
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岩部集落地区地区計画の注意事項 

▮岩部集落地区地区計画区域では、以下の制限がかかります。 

 建築物等 

届
出
の
要
否 

 用
途 

容
積
率 

建
蔽
率 

敷
地
面
積 

建
築
面
積 

壁
面
位
置 

高
さ 

形
態
意
匠 

垣
・
柵 

低層住宅地区 ●  ● ●   ● 〇※１ 〇※２ 要 

●姫路市地区計画の区域内の建築物等の制限に関する条例により制限されている項目 

〇姫路市地区計画の区域内の建築物等の制限に関する条例により制限されていない項目 

 

※１ 外壁の色彩は、各立面の面積の２分の１以上を、以下の基準に合うものにしてくださ

い。 

 

 

 

 

屋根の色彩は、以下の基準に合うものにしてください。 

 

 

 

 

 

屋根は、勾配屋根としていますので、片流れ、入母屋、寄棟、切妻など、周辺環境に

調和するように計画してください。 

 

※２ 「透視可能なもの」とは、透過率 50％以上のものとします。 

 

▮道路整備計画図に示している道路に接する場合や近接する場合は、拡幅方法等について、

北部道路事務所と協議してください。 

・7.5YR~10Y ： 明度 7以上、彩度 2以下 

・2.5R~10Y ： 明度５以下、彩度４以下 

北部道路事務所 

住所：姫路市夢前町前之庄 2160（夢前事務所 北側の建物） 

電話番号：079-336-4423 



凡例

地区施設(6ｍ, 市道)

地区施設(5ｍ, 市道)

要望道路(4ｍ, 市道)

要望道路(5ｍ, 市道)

岩部集落地区計画区域内道路整備計画図


